
第９期 

白井市高齢者福祉計画・ 

白井市介護保険事業計画 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年 11 月現在 

白井市 

 

令和 5 年 11 月 7 日介護保険運営協議会資料





 

 

 

ごあいさつ 
～目を配り、手を差しのべる しろいの生き生きプラン～ 

・・・・・ 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市町あいさつ文挿入予定 





 

 

目 次 

第１編 総論 .................................................. 1 

第１章 計画策定にあたって .................................................... 3 

第１節 計画策定の背景 .......................................................... 3 

第２節 計画の位置づけと期間 .................................................... 7 

第２章 白井市の高齢者の状況 .................................................. 9 

第１節 人口等の動向 ............................................................ 9 

第２節 要介護者等の推移と今後の見通し ......................................... 13 

第３節 市民・事業所アンケート調査の結果 ....................................... 17 

第４節 今後の課題 ............................................................. 22 

第５節 市の取り組み ........................................................... 24 

第３章 計画の基本的方向 ..................................................... 26 

第１節 計画の基本理念と基本目標 ............................................... 26 

第２節 目指す将来像 ........................................................... 27 

第３節 第９期計画の基本方針 ................................................... 28 

第４節 施策の体系 ............................................................. 29 

第５節 白井市の日常生活圏域 ................................................... 30 

第２編 各論 ................................................. 33 

第１章 地域包括ケアの推進 ................................................... 35 

第１節 地域包括ケアシステムの深化・推進 ....................................... 35 

１．地域包括支援センター運営の充実 ........................................... 35 

２．在宅医療・介護連携の推進 ................................................. 37 

３．認知症施策の推進 ......................................................... 38 

４．生活支援体制整備の推進 ................................................... 39 

５．地域ケア会議の運営 ....................................................... 40 

第２節 相談体制・権利擁護の推進 ............................................... 41 

１．情報提供の充実 ........................................................... 41 

２．相談・課題把握体制の強化 ................................................. 42 

３．成年後見制度の利用促進 ................................................... 43 

４．虐待の防止 ............................................................... 44 

５．終末期・死後への備え ..................................................... 45 

第２章 介護予防と社会参加の促進 ............................................. 46 

第１節 介護予防の推進 ......................................................... 46 

１．介護予防の普及啓発 ....................................................... 46 



 

 

２．「通いの場」への参加促進 .................................................. 47 

３．介護予防・生活支援サービスの推進 ......................................... 48 

第２節 高齢者の社会参加 ....................................................... 49 

１．高齢者の就労促進 ......................................................... 49 

２．地域活動への参加促進 ..................................................... 50 

第３章 在宅生活への支援 ..................................................... 51 

第１節 日常生活における支援 ................................................... 51 

１．日常生活の支援 ........................................................... 51 

２．外出の支援 ............................................................... 52 

３．介護に取り組む家族等への支援 ............................................. 53 

第２節 安全・安心な体制づくり ................................................. 54 

１．防犯・交通安全対策の推進 ................................................. 54 

２．災害対策の推進 ........................................................... 55 

第４章 介護保険事業の効果的な運営 ........................................... 56 

第１節 介護保険サービスの推進 ................................................. 56 

１．居宅サービス ............................................................. 56 

２．地域密着型サービス ....................................................... 56 

３．施設・居住系サービス ..................................................... 56 

第２節 適正なサービス利用・提供の推進 ......................................... 57 

１．介護給付適正化事業の実施 ................................................. 57 

２．介護サービスの質の向上 ................................................... 58 

第３節 健全な介護保険会計の運営 ............................................... 59 

第４節 持続可能な事業運営に向けて ............................................. 60 

１．計画の進捗管理と将来に向けた課題の検討 ................................... 60 

 

 



 

1 

第１編 総論 
 

 





（第１章 計画策定にあたって）第１節 計画策定の背景 

3 

第１章 計画策定にあたって 

第１節 計画策定の背景 

１．計画策定の背景 

我が国では超高齢社会が急速に進行しており、内閣府「令和５年版高齢社会白書」に

よると、令和４（2022）年 10 月１日現在、65 歳以上人口（高齢者人口）は 3,624 万人、

総人口に占める割合（高齢化率）も 29.0％となっています。 

「団塊の世代」が後期高齢者（75 歳以上）となる令和７（2025）年の高齢者人口は 3,653

万人に達し、令和 25（2043）年に 3,953 万人となりピークを迎えることが見込まれるほ

か、平均寿命は年々上昇傾向にあることから、「人生 100 年時代」の到来に向けた検討が

各省庁で進められています。高齢化率も上昇を続け、令和 19（2037）年には国民の３人

に１人以上が高齢者となることが見込まれています。医療や介護を必要とする人は今後

も増加する中で、介護給付費の上昇が見込まれ、現在の介護保険サービスの提供体制を

維持することはより困難になると考えられます。 

白井市では、計画のスローガン「目を配り、手を差しのべる しろいの生き生きプラ

ン」と基本目標「地域で支える高齢化」を掲げる「第８期白井市高齢者福祉計画・白井

市介護保険事業計画」を令和３（2021）年３月に策定し、高齢者が住みよい地域づくり

を進めてきました。近年、白井市の総人口は減少傾向で推移している一方、高齢化率は

増加傾向で推移しており、白井市における介護保険サービスをはじめとする高齢者の生

活を支援するための制度・施策の重要性が高まっています。 

この度策定する「第９期白井市高齢者福祉計画・白井市介護保険事業計画」は、団塊

ジュニア世代1が 65 歳以上となる令和 22（2040）年を見据えつつ、国の介護保険事業に

係る基本指針等を踏まえながら、引き続き、地域包括ケアシステムの深化・推進を図る

とともに、介護保険制度の改正に対応し、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続

けられるようにすることを目的とするものです。 

 

                             
1 団塊ジュニア世代：昭和 46（1971）年から昭和 49（1974）年までに生まれた世代を指す。「第二

次ベビーブーム世代」ともいう。 
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２．計画策定にあたっての基本的な視点 

（１）地域包括ケアシステムの深化・推進 

介護保険制度については、国により３年ごとに大きな見直しが行われています。平成

26（2014）年６月に成立した「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するた

めの関係法律の整備等に関する法律（医療・介護総合確保推進法）」に基づき、国は、第

６期計画以降、団塊の世代の高齢者が 75 歳以上となる令和７（2025）年に向けて、「医

療」「介護」「予防」「住まい」「生活支援」を柱として高齢者の生活を支援していく「地域

包括ケアシステム」の構築及び深化・推進に取り組んできました。 

厚生労働省が示した第９期介護保険事業計画の基本方針案では、地域の実情に応じた

サービス基盤の整備、在宅サービスの充実、地域共生社会の実現、介護事業所間、医療・

介護間での連携を円滑に進めるための医療・介護情報基盤の整備、保険者機能の強化、

地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び介護現場の生産性向上が求められてい

ます。 

白井市は、これまでの主な取組として、ICT を活用した医療と介護従事者等の情報連携

システムの導入、市民自らかが介護予防にとりくめるよう自主グループの立ち上げや継

続支援、助け合い活動を行う団体への助成、認知症パートナーによる見守り支援の実施、

介護人材確保のための就職イベントなどを実施してきました。 

第９期計画の策定にあたっては、こうした背景を踏まえ、「一人の高齢者の暮らしをど

う支えるか」の検討を起点とし、そこから解決すべき課題を見極め、地域のあらゆる資

源、情報、力を結集し解決に向けて動くこと、その取り組みを全市的に展開することに

より、高齢になっても、認知症になっても、介護が必要になっても、安心して生き生き

とした自分らしい生活が続けられる仕組みづくりを進めて、更なる地域包括ケアシステ

ムの深化・推進を目指します。 

 



（第１章 計画策定にあたって）第１節 計画策定の背景 

5 

■白井市の地域包括ケアシステム構築イメージ■ 
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（２）持続可能な開発目標（SDGs）の達成に向けて 

持続可能な開発目標（SDGs）とは、平成 13（2001）年に策定されたミレニアム開発目

標（MDGs）の後継として、平成 27（2015）年９月の国連サミットで採択された「持続可

能な開発のための 2030 アジェンダ」にて記載された令和 12（2030）年までに持続可能で

よりよい世界を目指す国際目標です。 

白井市では、SDGs の達成に向けて、17 の目標に関連する第５次総合計画後期基本計画

実施計画事業を整理しています。本計画においても、SDGs の達成に向けて、高齢者福祉

の視点から貢献します。 

 



（第１章 計画策定にあたって）第２節 計画の位置づけと期間 

7 

第２節 計画の位置づけと期間 

１．計画の位置づけ 

この計画は、老人福祉法第 20 条の８の規定に基づく老人福祉計画と、介護保険法第

117 条の規定に基づく介護保険事業計画を一体的に策定するものです。 

白井市の最上位計画である白井市総合計画、保健福祉分野の計画を共通の理念でつな

ぐ白井市地域福祉計画に基づく計画であり、白井市障害者計画、白井市障害福祉計画・

障害児福祉計画、しろい子どもプラン、しろい健康プラン等、市の個別計画と関連する

位置付けにあります。 

また、千葉県の高齢者保健福祉計画、保健医療計画とも整合を図り、策定しています。 

 

 

保健医療計画 千葉県高齢者保健福祉計画 

白
井
市
総
合
計
画 

国：介護保険事業計画基本指針 

白井市高齢者福祉計画・白井市介護保険事業計画 

しろい子どもプラン 

しろい健康プラン 

白
井
市
地
域
福
祉
計
画 

白井市障害者計画 

白井市障害福祉計画・障害児福祉計画
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２．計画の期間 

計画期間は令和６（2024）年度から令和８（2026）年度までの３年間ですが、団塊の世

代が 75 歳以上となる令和７（2025）年、介護ニーズが高まる 85 歳以上人口が最大とな

る令和 22（2040）年を見据えて策定しています。 

 

 

３．計画の策定体制 

（１）白井市介護保険運営協議会による意見の聴取 

保健・医療・福祉団体の関係者、学識経験者、介護保険の被保険者等で構成される「白

井市介護保険運営協議会」において、計画の方向性や内容等について協議しました。 

 

（２）市民による参加 

介護保険及び保健・医療・福祉サービスを利用している要介護者等をはじめ、被保険

者である市民の意見を反映させるため、「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」、「在宅介

護実態調査」を実施しました。また、パブリックコメント2による市民の意見聴取を行い

ました。 

 

（３）介護サービス事業所の意見の聴取 

高齢者に介護保険サービスを提供する事業者に対し、「介護人材実態調査」を実施しま

した。 

 

（４）国や県、市町村相互間の調整 

本計画は、厚生労働省の「介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するため

の基本的な指針」（以下、「基本的な指針」という。）を踏まえるとともに、千葉県等と調

整した上で策定しました。 

 

                             
2 パブリックコメント：公的な機関が、制度等を制定する際に広く公に意見、情報、改善案を求め

る手続きのこと。 

第９期計画 

（令和６～８年度）

第８期計画 
（令和３～５年度）

第 10 期計画 
（令和９～11 年度） 

第７期計画 
（平成 30～令和２年度） 

令和 22（2040）年までの中長期的見通し 

団塊世代が 

後期高齢者に 
団塊世代が

70 歳代に 

85 歳以上人口が

最大に 
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第２章 白井市の高齢者の状況 

第１節 人口等の動向 

１．これまでの推移 

白井市の人口は千葉ニュータウン開発に伴って急増し、住民基本台帳における各年３

月末時点の総人口は、介護保険制度がスタートした平成 12 年（2000 年）に５万人、平成

22 年（2010 年）には６万人を超えました。その後、平成 30 年（2018 年）の 6 万 3,772

人をピークに減少に転じ、令和５年（2023 年）３月末現在、６万 2,693 人となっていま

す。 

昭和 55 年（1980 年）当時、人口の５％に満たなかった 65 歳以上の高齢者人口は、そ

の後増加を続け、特に近年は、千葉ニュータウン地区の住民が次々に高齢期に入って人

口の高齢化が一挙に進み、令和５年（2023 年）９月末現在の高齢化率は、28.2％となっ

ています。 

図表 白井市の世帯と総人口の推移（住民基本台帳より） 

単位：人、％ 

 

資料：住民基本台帳（各年３月末日現在）※外国人人口を含む。 
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昭和 54 年、千葉ニュータウン入

居開始。昭和 55 年は、5,610 世

帯、21,268 人。65 歳以上は国

勢調査結果で 4.9％でした。この

時 30 歳だった人が、第９期計画

期間中の令和７年には 75 歳以上

の後期高齢者になります。 

平成 12 年、介護保険制度がスタート。 

人口は、20 年間で倍増し、16,047 世帯、

50,405 人。65 歳以上は国勢調査結果で

10.3％となりました。 

令和２年国勢調査結果では 24,141 世帯、

62,441 人。65 歳以上 27.4％となりまし

た。 

令和５年 9 月末現在の住民基本台帳による

と、27,079 世帯、62,784 人、65 歳以上

人口の割合は 28.2％となっています。 
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２．今後の見通し 

全国の人口は、平成 20 年（2008 年）から減少傾向に転じ、国立社会保障・人口問題研

究所によると、今後も減少を続けていくことが予想されています。 

白井市では、平成 30 年（2018 年）以降、総人口が減少に転じている一方で、65 歳以

上の高齢者人口は増加しています。 

第９期計画の策定にあたり白井市が行った推計では、団塊の世代すべての人が 75 歳以

上の後期高齢者となる令和７年（2025 年）には総人口が 6万 2,168 人、さらにその 15 年

後の令和 22 年（2040 年）には 5 万 5,967 人となる見込みとなっています。特に介護ニ

ーズの高い 85 歳以上の人口は、令和 22 年に最大値となる見込みです。 

図表 白井市の人口推計（住民基本台帳人口） 

 
 

図表 高齢者人口の内訳 

 

資料：白井市高齢者福祉課推計 
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３．世帯構成の変化 

国勢調査によると、白井市の一般世帯数は増加傾向で推移しており、平成 12（2000）

年には 15,308 世帯となっていましたが、令和２（2020）年には 24,110 世帯となってお

り、20 年間で 8,802 世帯増加しています。また、高齢者単身世帯は平成 12（2000）年か

ら令和２（2020）年までの 20 年間で約 6.9 倍、高齢夫婦世帯は約 4.9 倍となっていま

す。一般世帯のうち、４世帯に１世帯以上は高齢者単身世帯または高齢夫婦世帯となっ

ています。 

図表 一般世帯数と高齢者のいる世帯数の推移 
単位：世帯、％ 

 平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 令和２年 

一般世帯数（Ａ） 15,308 17,645 21,197 22,703 24,110 

 高齢者単身世帯（Ｂ） 322 678 1,100 1,702 2,234 

 比率（Ｂ／Ａ） 2.1 3.8 5.2 7.5 9.3

 高齢夫婦世帯（Ｃ） 774 1,407 2,253 3,165 3,798 

 比率（Ｃ／Ａ） 5.1 8.0 10.6 13.9 15.8

資料：総務省「国勢調査」 

※「一般世帯（Ａ）」には施設の入所者や病院等の入院者等は含まれない。 

※「高齢夫婦世帯」とは、夫 65 歳以上妻 60 歳以上の１組の一般世帯をいう。 

図表 高齢者単身世帯、高齢夫婦世帯数の推移 
単位：世帯 

 

資料：総務省「国勢調査」 
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４．高齢者の就労状況 

国勢調査によると、白井市の高齢者の就労状況は、「主に仕事」は平成 12（2000）年の

887 人から令和２（2020）年には 2,977 人と約 3.4 倍となっています。また、「家事のほ

か仕事」は平成 12（2000）年では 251 人となっているのに対し、令和２（2020）年では

1,124 人と、約 4.5 倍となっています。 

就業者の高齢者人口に占める割合は２割台で推移しており、わずかに上昇傾向が見ら

れます。 

図表 高齢者の就労状況 
単位：人 

 平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 令和２年 

総数 5,193 7,382 10,825 14,381 17,101 

労働力人口 1,243 1,792 2,636 3,548 4,456 

 就業者 1,175 1,708 2,438 3,410 4,326 

  主に仕事 887 1,312 1,770 2,493 2,977 

  家事のほか仕事 251 346 590 873 1,124 

  通学のかたわら仕事 1 - 2 2 2 

  休業者 36 50 76 72 223 

 完全失業者 68 84 198 138 130 

非労働力人口 3,874 5,521 8,080 10,655 11,816 

資料：総務省「国勢調査」 

※「休業者」とは、「仕事を休んでいた者」をいう。「完全失業者」とは、仕事を探していた者をいう。 

図表 高齢者の就労状況の推移 

単位：人、％ 

 

資料：総務省「国勢調査」 
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第２節 要介護者等の推移と今後の見通し 

１．要支援・要介護認定者数と認定率の推移 

白井市における第１号被保険者（65 歳以上）のうち、要支援・要介護認定者数は平成

28（2016）年３月末の 1,883 人から、令和５（2023）年３月末時点で 2,414 人となって

います。特に要介護１以上で増加しています。要介護リスクが高い後期高齢者人口の増

加が今後も見込まれることから、認定者数もさらに増加していくことが見込まれます。 

白井市の認定率も、全国、千葉県の傾向と同様に上昇が続いていますが、比較すると

低い水準で推移しており、令和５年３月末時点では 13.7％となっています。これまでの

介護予防の取組が作用していると考えられます。 

図表 白井市における要介護（要支援）認定者数の推移と見込み 

 
 

図表 白井市における要介護（要支援）認定率の推移と見込み 

 

資料：白井市高齢者福祉課推計 
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236 236 246 261 276 290 342 376 378
302 320 303 325 337 351 407 443 439
571 559 581 553 574 596

690 757 784402 452 465 493 516 536
616

713 788

339 378 362 387 405 421

502
593

641

329 298 314 315 333 348

416

496
543

199 218 235 265 278 293

344

396
422

2,378 2,461 2,506 2,599 2,719 2,835

3,317

3,774
3,995

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

令和３年

2021年

令和４年

2022年

令和５年

2023年

令和６年

2024年

令和７年

2025年

令和８年

2026年

令和12年

2030年

令和17年

2035年

令和22年

2040年

（人）

要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5

推移（実績） 推計値（令和 12 年以降は５年ごと） 

13.8% 14.1% 14.2%
14.5%

15.0%
15.6%

17.7%

19.4%
19.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

20.0%

22.0%

令和３年

2021年

令和４年

2022年

令和５年

2023年

令和６年

2024年

令和７年

2025年

令和８年

2026年

令和12年

2030年

令和17年

2035年

令和22年

2040年

推移（実績） 推計値（令和 12 年以降は５年ごと） 



 

14 

図表 要支援・要介護度別構成割合の比較 

単位：％ 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業報告（月報）」（令和５年３月末時点） 

※端数処理のため、構成割合の和は必ずしも 100.0％にならない。 

図表 白井市における年齢階級別の認定率 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業報告（月報）」（令和５年７月末現在） 
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２．介護保険給付等の推移 

（１）介護保険サービス利用者（受給者）数と利用者割合の状況 

介護保険サービスを利用する受給者数の平均について見ると、いずれのサービスでも

伸びが見られます。在宅受給者数については、令和元年度以降 1,000 人を超え、令和４

年度は 1,298 人を突破しています。 

介護保険サービス利用者（受給者）の割合を見ると、在宅受給者数の割合が高くなる

傾向が伺えます。 

図表 介護保険サービス受給者数（平均）の推移 

単位：人 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告（月報）」より算出。 

図表 介護保険サービス利用者（受給者）割合の推移 

単位：％ 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告（月報）」より算出（12 か月の平均値）。 

※端数処理のため、割合の和は必ずしも 100.0％にならない。 
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（２）介護費用額と受給者１人当たり給付費の状況 

白井市の介護費用額は、いずれのサービスでも増加傾向にあり、その合計は令和４

（2022）年度において 38 億円を超えています。平成 27（2015）年度の値と比較すると約

1.4 倍となっています。 

図表 介護費用額の推移 

単位：百万円 

 

資料：地域包括ケアシステム「見える化」システム（厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」（令和２年度ま

で）、「介護保険事業状況報告（月報）」の 12 か月累計（令和３～４年度）） 

 

第１号被保険者１人当たり給付月額を要介護度別に見ると、いずれも全国を下回って

いますが、千葉県と比較すると要支援２以外で下回っています。 

図表 第１号被保険者１人当たり給付月額（要介護度別）の比較 

単位：円 

 
第１号被保険者１人当たり給付月額 比較 

白井市 全国 千葉県 対全国 対千葉県 
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要介護４ 4,117 5,920 5,498 -1,803 1,381 

要介護５ 3,184 4,368 3,784 -1,184 600 

合計 17,148 24,029 21,246 -6,881 4,098 

資料：厚生労働省『地域包括ケア「見える化」システム』（令和５年９月取得時点） 
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第３節 市民・事業所アンケート調査の結果 

１．実施概要 

（１）調査の目的 

本計画を策定するにあたり、市民を対象とする「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」

及び「在宅介護実態調査」、市内事業者を対象とする「介護人材実態調査」を実施しまし

た。この調査は、白井市における高齢者福祉及び介護サービスの現状を把握することを

目的としたものです。 

 

（２）調査の実施概要 

調査の実施概要は以下に示すとおりです。 

図表 調査の実施概要 

調査種別 対象者 配布数 調査時期 

（１）介護予防・日常生活

圏域ニーズ調査 

要介護認定を受けていない 65 歳以上

の市民（施設入所者を除く） 
2,500 票 令和５年１月

（２）在宅介護実態調査 
施設入所者を除く要介護認定を受け

ている市民 
953 票 令和５年１月

（３）介護人材実態調査 市内介護事業所 73 票 令和５年１月

 

（３）アンケートの回収実績 

アンケートの回収実績は以下に示すとおりです。 

図表 回収実績 

調査種別 配布数 有効回収数 有効回収率 

（１）介護予防・日常生活

圏域ニーズ調査 
2,500 票 1,887 票 75.5％

（２）在宅介護実態調査 953 票 622 票 65.3％

（３）介護人材実態調査 73 票 54 票 74.0％
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２．調査結果の概要（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査） 

（１）家族構成 

「１人暮らし」の割合は、高齢になるにつれて高くなり、85 歳以上になると 28.8％に

達します。 

 

（２）転倒に対する不安 

高齢になるにつれて運動機能が低下します。転倒への不安も高齢になるにつれて大き

くなることから、身体機能の低下を抑えるための運動や身体の動かし方を学ぶ講座等が

介護予防においては重要な役割を果たします。 

 

（３）外出 

外出頻度が低下した人、外出を控える人が前回調査よりも増加傾向にあります。 

外出の手段に「徒歩」を選択する人は全体の 67.1％で、いずれの属性でも最多となっ

ていますが、高齢になるにつれて「自動車（人に乗せてもらう）」の割合が上昇していま

す。 

 

（４）認知症について 

認知症に関する相談窓口を「知っている」と答えた人は、全体の 27.5％でした。 

 

（５）地域での活動について 

参加者としての地域活動への参加意向がある人は、全体の 52.0％を占めています。 

一方、企画・運営としての地域活動への参加意向がある人は、全体の 31.1％でした。 

 

（６）健康について 

現在の健康状態について、“よくない”と回答した人が 22.7％となっています。 

また、フレイル・フレイル予防を「知らない」人は 53.4％を占めています。 

 

（７）終末期について 

介護が必要になった場合に自宅での生活を希望する人が 42.6％となっています。 

また、終末期を想定した家族との話し合いや備えについて「特にしていない」を選択

した人は、全体の 35.2％となっています。 
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図表 前回調査との比較 

単位：％ 

区分 調査項目 項目 
今回 

（n=1,887） 

前回 

（n=1,920）

基
本
属
性 

性別 女性 55.6 54.2

年齢 後期高齢者 54.1 52.3

認定状況 認定を受けていない 80.7 78.9

総合事業対象者 3.2 4.0

要支援１ 6.4 6.7

要支援２ 9.8 9.7

家
族
や
生
活 

家族構成 １人暮らし 16.6 16.8

夫婦２人暮らし 47.1 44.6

息子・娘との２世帯 20.2 18.7

介護・介助の必要性 介護・介助は必要ない 82.5 79.7

介護・介助は必要だが受けていない 5.7 6.7

現在介護・介助を受けている 10.2 10.4

住まい 持家 89.1 89.9

２階以上でエレベータなし 29.9 27.9

身
体
機
能 

BMI 平均 22.8 22.9

歯・口腔 半年前より固いものが食べにくくなった 30.8 28.3

自分の歯が 19 本以下 45.5 44.6

喫煙 ほぼ毎日吸っている 6.7 7.3

足腰 階段を手すりや壁をつたわらずに昇れない 19.4 22.2

椅子から何もつかまらずに立ち上がれない 13.1 14.7

15 分位続けて歩けない 10.3 10.7

転倒 過去１年間に転倒したことが１回以上ある 29.8 29.2

転倒に対する不安がある 56.6 53.6

外
出
・
日
常
生
活 

外出状況 外出の頻度が週に１回以下 19.9 17.9

昨年度より外出の頻度が低下している 34.6 27.4

外出を控えている 32.0 23.5

外出手段 徒歩 67.1 64.6

自動車（自分で運転） 48.2 44.6

電車 46.3 42.3

自動車（人に乗せてもらう） 30.8 29.4

自転車 28.7 30.5

路線バス 20.1 19.9

一般タクシー 10.9 12.4

病院や施設のバス 10.5 11.2

コミュニティバスナッシー号 9.1 13.8
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区分 調査項目 項目 
今回 

（n=1,887） 

前回 

（n=1,920）

外
出
・
日
常
生
活 

生活行動 誰かと食事をする機会が年に何度かある・

ほとんどない 
19.4 15.8

物忘れが多いと感じる 44.8 46.0

交通機関を利用して１人で外出できない 10.6 10.8

自分で食品・日用品の買い物ができない 6.6 6.1

自分で食事の用意ができない 8.5 9.0

自分で請求書の支払いができない 5.5 5.2

自分で預貯金の出し入れができない 5.4 5.0

心配事や愚痴を聞い

てくれる人 

配偶者 58.1 57.1

友人 42.0 43.4

別居の子ども 40.0 39.4

看病や世話をしてく

れる人 

配偶者 54.4 62.7

別居の子ども 41.7 33.6

同居の子ども 35.8 28.7

幸
福
度
等 

健康状態 とてもよい・まあよい 76.0 74.5

幸福感 平均 7.1 7.2

過去１か月間の気分 気分が沈んだこと等があった 35.4 33.0

物事に興味がわかない等があった 22.5 22.0

地
域
活
動 

会・グループへの参

加率（参加していな

い・無回答を除く割

合） 

趣味関係のグループ 23.6 27.9

町内会・自治会 22.4 28.0

スポーツ関係のグループ 21.9 23.6

収入のある仕事 19.8 22.1

 

３．調査結果の概要（在宅介護実態調査） 

（１）世帯類型 

回答者全体のうち、夫婦のみ世帯が 35.9％、単身世帯が 19.6％となっています。 

単身世帯の割合を性別でみると、男性が 25.9％、女性が 16.0％となり、男性が 9.9 ポ

イント高くなっています。 

 

（２）外出について 

外出の手段は、「自動車（人に載せてもらう）」が最も多く、65.6％を占めています。 

その他、「徒歩（37.9％）」、「病院や施設のバス」（32.5％）、「一般タクシー」（24.3％）

等がこれに続きます。 
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（３）在宅生活の継続について 

施設などへの入所・入居の検討状況は、全体として「入所・入居は検討していない」が

全体の 67.4％を占めています。 

在宅生活の継続に必要だと思うサービスは、「移送サービス」（42.1％）が第１位、「外

出同行」（28.6％）が第２位で、移動手段の確保にニーズが集まっています。 

 

（４）介護について 

介護者が不安に感じる介護等については、「外出の付き添い、送迎等」（48.4％）が最

も多く、次いで「食事の準備（調理など）」（44.3％）、「入浴・洗身」（41.3％）、「認知症

状への対応」（39.1％）などとなっています。 

 

４．調査結果の概要（介護人材実態調査） 

（１）事業所における課題 

確保が困難な職種として、「ケアマネジャー」（31.5％）、「介護職員（資格あり）」（31.5％）

が同率で第１位として挙げられています。「介護福祉士」（29.6％）、「訪問介護員（ホー

ムヘルパー）」（25.9％）、「看護職員」（20.4％）等がこれに続きます。 

 

（２）白井市に期待すること 

白井市の高齢者福祉充実に向けて市に期待することとして、次のような意見が寄せら

れました（一部抜粋）。 

 各種制度・サービスに対する認知度の向上 

 地域と事業所との橋渡し 

 助言、相談窓口 

 人材確保対策 

 住民主体による生活支援サービスの充実    等 
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第４節 今後の課題 

１．第９期計画の主な課題 

アンケート結果や地域ケア推進会議、日々の業務における市民等からの意見を集約し、

現在、市が直面している特徴的な課題を整理しました。 

 

（１）地域活動への参加促進 

地域活動への参加がない高齢者が多く、特に男性の参加が課題となっています。身近

な地域で行われている活動などへの関心を高め、参加促進を図る取り組みが必要とされ

ています。 

 

（２）認知症の人と家族への支援 

アンケートから認知症に関する相談窓口を知らない高齢者が多く、また、認知症の方

が地域での生活を継続するためには、周囲の認知症の理解と適切な対応の普及が必要と

されています。 

 

（３）移送サービス・外出の支援 

アンケートから外出頻度が低下した人や外出を控える人が増加傾向にあります。また、

在宅生活を継続するうえで必要なサービスとして「外出支援」、「外出同行」等が多く挙

げられており、少しでも解消していくための支援の拡充が必要とされています。 

 

（４）在宅における介護者への支援 

介護が必要になっても、介護サービスや家族の支援を受けながら在宅生活を継続して

いる人が多くなっています。介護に取り組む家族等が心身の健康確保や社会とのつなが

りを維持できるようレスパイト3などの支援が必要とされています。 

 

（５）高齢者の生活の場における問題 

千葉ニュータウン開発により、昭和 50 年代に建設された団地においては、エレベータ

ーがない建物が多く、加齢とともに身体的に外出しづらくなることから、生活に支障が

出るケースがあり対策が必要とされています。 

 

 

 

                             
3レスパイト：介護している家族等が一時的に介護から解放され、休息を取れるようにする支援を指す 
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（６）介護職員等の人材不足の対策 

介護職員等については、国の介護職員処遇改善施策等や各事業所における働き方改革

の取組等が進められているところですが、経験豊富な人材が少ないことやケアマネジャ

ーやヘルパーの確保が課題となっています。他の業種に比べると慢性的な人材不足とな

っており、人材確保対策や離職防止への支援が必要とされています。 
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第５節 市の取り組み 

１．第８期の主な取り組み 

第７期計画と比較し、第８期計画において、進められた主な取り組みは次のとおりです。 

 

（１）地域包括ケアの推進 

● 地域包括支援センターの運営強化 

 市直営の担当圏域の運営を委託し、基幹型センターの機能を強化 

● 在宅医療・介護連携の推進 

 ICT4を活用した医療・介護従事者等の情報連携の構築 

● 認知症施策の推進 

 本人ミーティングの開催 

 認知症パートナー5による活動の展開 

● 住民主体の助け合い活動の推進 

 創出された助け合い活動を行う住民団体への助成 

 

（２）介護予防と社会参加の推進 

● 介護予防事業の推進 

 介護予防のためのサロン・楽トレ体操など住民主体による団体への支援 

 ・介護予防事業と保健事業の連携による一体的な健康づくり 

 

（３）在宅生活への支援 

● 外出支援の充実 

 福祉有償運送を行う団体への補助制度の創設 

 移動スーパーの実施 

● 感染症対策 

 感染症に係る介護サービス事業者への支援として感染対策研修会を開催 

 ワクチン接種のためのタクシー券の配布 

 

（４）介護保険事業の効果的な運営 

● 介護人材対策 

 「介護・障害福祉サービス就職応援フェア」の開催 

 介護人材確保対策に関する情報提供 

 介護福祉士実務者研修等の補助の拡充 

 

                             
4 ICT：「Information Communication Technology」の略で、情報通信技術のこと。 
5認知症パートナー：認知症の知識を深め、認知症の人や家族の理解者として活動する人。 
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２．第９期計画に求められる取り組み 

第８期計画までの取り組みの他に、第９期計画において求められている主な取り組み

は次のとおりです。 

 

（１）地域包括ケアの推進 

● 地域包括支援センターの適切な運営 

 地域住民の多様化、複雑化したニーズへの対応力の強化 

● 在宅医療・介護連携の推進 

 ICT を活用した医療・介護従事者等の情報共有ツールのさらなる普及 

● 認知症施策の推進 

 地域住民や団体、民間事業者などによる見守り支援体制の構築 

● 住民主体の助け合い活動の推進 

 地域住民同士の助け合い活動の創設に向けた支援の充実 

● 成年後見制度の利用促進 

 中核機関の設置に向けた検討 

 

（２）介護予防と社会参加の推進 

● 介護予防事業の推進 

 フレイル予防の概念を広め、身体機能の低下を抑えるための運動等、住民主体に

よる介護予防の推進 

 生活習慣の見直し等を通じて、健やかな心身を維持していくことができるよう、

保険事業との連携による一体的な健康づくりの推進 

● 社会参加の推進 

 高齢者サロンやスポーツ、ボランティア活動など、地域で行われている活動への

関心を高め、参加を促進 

 

（３）在宅生活への支援 

● 在宅生活を継続するための支援 

 持続可能かつ有効なサービス実施に向けた検討 

 家族介護者への支援の充実 

● 災害対策 

 福祉避難所の確保 

 

（４）介護保険事業の効果的な運営 

● 介護人材対策 

 生産性向上の取組の検討 

 離職を防ぐ取り組み 
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第３章 計画の基本的方向 

第１節 計画の基本理念と基本目標 

本計画では、第８期計画までの考え方を継承しつつ、地域包括ケアシステムの更なる

深化・推進を図るため、「目を配り、手を差しのべる しろいの生き生きプラン」を計画

のスローガンに定めます。 

 

【計画のスローガン】 

目を配り、手を差しのべる 

しろいの生き生きプラン 

 

 

 

【基本目標】 

地域で支える高齢化 

 

市民一人ひとりが介護予防に取り組み、高齢になっても、要介護にな

っても地域での助け合いにより、安心して生き生きとした自分らしい生

活が続けられるよう「地域包括ケアシステム」が充実したまちづくりを

目指します。 
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第２節 目指す将来像 

介護ニーズが高くなる 85 歳以上人口が最大となる令和 22 年（2040 年）に向けて、白

井市の目指すべき高齢者と地域の将来像は、次のとおりです。 

 

 

 

令和 22 年（2040 年）の白井市の高齢者像・地域像 

【積極的な介護予防と社会参加】 

○ 市民は、若い頃から健康づくりに取り組み、高齢期を迎えると日頃から介護予防に

積極的に取り組んでいます。 

○ 高齢になっても自分に合う仕事をしたり、地域の中で趣味やスポーツ活動、地域活

動に取り組み、健康と生きがいを維持しながら、生涯現役社会を楽しんでいます。

 

【地域での支え合い】 

○ 隣近所、地域の住民同士で、見守りや声かけ、生活上の困りごとを助け合うなど、

各自が自分にできることに取り組むことで地域ぐるみで支え合うまちになってい

ます。 

○ 地域活動や民間事業者などとの連携により、買い物や通院などのための移動支援

が確保され、安心で、出かけるのが楽しいまちです。 

 

【自分らしい生活の継続】 

○ 医療・リハビリ・介護・生活支援・障害福祉サービスが一体的にマネジメントされ、

認知症になっても、終末期を迎えても、自分らしい生活を続けることができます。

○ 介護が必要になっても、訪問・通い・短期宿泊等のサービスを利用して在宅生活を

続けることができ、介護者も自らの生活と仕事を無理なく続けられます。 

○ 自宅での生活を基本としながら、心身状況や家族の状況などに応じて高齢者向け

住宅、グループホームなどを利用しながら住み慣れた地域で暮らし続けることが

できます。 

 

【持続可能なまち】 

○ 介護予防、地域での支え合い、有効なサービス利用、介護給付の適正化等により個

人・社会の費用負担が抑えられています。 

○ 医療・介護・障害福祉サービスが良好に育まれ、福祉が魅力的な就業の場となると

ともに、思いやりあふれる心豊かな社会づくりにつながっています。 

○ 災害や感染症への体制が確保されており、高齢者が安心して生活しています。 
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第３節 第９期計画の基本方針 

目指す将来像の実現に向けて、第９期計画においては、次の４つの基本方針を基に施

策を展開していきます。 

 

基本方針Ⅰ 地域包括ケアシステムの深化・推進 

● 認知症になっても本人の意思が尊重され、希望を持って暮らすことができるよう、

地域住民や民間企業、関係機関等との連携を図りながら、本人や家族への支援の充

実を図ります。 

● 高齢者が地域資源などを活用し、自身の能力を最大限に生かして、住み慣れた地域

での生活を維持することができるよう、地域住民が世代を超えて支え合う仕組みを

住民と一緒に作ります。 

● 困りごとを抱えている高齢者を把握し、課題解決に向けた早期の支援が行えるよ

う、市民が相談しやすい環境づくりと様々な分野の関係機関との更なる連携を図

り、円滑に支援できる体制を強化します。 

 

基本方針Ⅱ 介護予防と社会参加の推進 

● 市民が積極的に日々の介護予防・健康づくり活動に取り組んでいけるよう、知識や

実践方法の普及啓発、介護予防や地域交流のための通いの場の充実と参加促進を進

めます。 

● 高齢者が要支援状態になっても、住み慣れた地域で充実した生活が送れるよう、自

立支援に向けたリハビリテーション専門職との協働による支援を強化します。 

● 高齢になっても、仕事や地域活動で活躍し、自らの生きがいと地域の活力を維持し

ていけるよう、様々な参加機会の確保を進めます。 

 

基本方針Ⅲ 在宅生活への支援 

● 在宅での生活を続けていくためには、介護給付以外の生活支援サービスも必要であ

り、より有効なサービスとなるよう検討を進めます。 

● 介護保険の認定状況に関わらず、必要な時に必要な支援が受けられるよう、介護が

必要な高齢者が在宅での生活を継続していけるよう、家族介護者の思いが表出で

き、介護に関する知識を得らえる場の提供等を行います。 

● 災害時、生命の安全を確保するため、福祉避難所の確保と避難支援が行なえるよう

体制を整備します。 

 

基本方針Ⅳ 介護保険事業の効果的な運営 

● 保険者として、介護保険サービスの効果的な提供、介護保険会計の健全な運営を進

めるとともに、計画の進捗管理など将来に向けて、課題に１つずつ対応していける

よう、介護保険事業の適切な運営に努めます。 
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第４節 施策の体系 

目指す将来像の実現に向けて、第９期計画においては、４つの基本方針を基に以下の

施策を進めていきます。 

図表 施策体系 

考え方 基本方針 施策 

【
基

本

理

念
】
地
域
で
支
え
る
高
齢
化 

【
ス
ロ
ー
ガ
ン
】
目
を
配
り
、
手
を
差
し
の
べ
る 

し
ろ
い
の
生
き
生
き
プ
ラ
ン 

第１章 
（基本方針１） 
地域包括ケア 

システムの推進  

第１節 

地域包括ケアシステム

の深化・推進 

１ 地域包括支援センター運営の充実 

２ 在宅医療・介護連携の推進 

３ 認知症施策の推進 

４ 生活支援体制整備の推進 

５ 地域ケア会議の運営 

第２節 

相談体制・権利擁護の

推進 

１ 情報提供の充実 

２ 相談・課題把握体制の強化 

３ 成年後見制度の利用促進 

４ 虐待の防止 

５ 終末期・死後への備え 

第２章 
（基本方針２） 
介護予防と 

社会参加の促進  

第１節 

介護予防の推進 

１ 介護予防の普及啓発 

２ 「通いの場」への参加促進 

３ 介護予防・生活支援サービスの推進 

第２節 

高齢者の社会参加 

１ 高齢者の就労促進 

２ 地域活動への参加促進 

第３章 
（基本方針３） 
在宅生活への 

支援  

第１節 

日常生活における支援

１ 日常生活の支援 

２ 外出の支援 

３ 介護に取り組む家族等への支援 

第２節 

安全・安心な体制 

づくり 

１ 防犯・交通安全対策の推進 

２ 災害対策の推進 

第４章 
（基本方針４） 
介護保険事業の

効果的な運営 

第１節 

介護保険サービスの 

推進 

１ 居宅サービス 

２ 地域密着型サービス 

３ 施設・居住系サービス 

４ サービス別給付見込み 

第２節 

適正なサービス利用・

提供の推進 

１ 介護給付適正化事業の実施 

２ 介護サービスの質の向上 

第３節 

健全な介護保険会計の

運営 

１ 介護保険事業費の見込み 

２ 介護保険の費用負担（財源構成） 

３ 介護保険料の設定 

第４節 

持続可能な事業運営に

向けて 

１ 計画の進捗管理と将来に向けた課題 

の検討 
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第５節 白井市の日常生活圏域 

日常生活圏域とは、高齢者が地域において安心して日常生活を営むことができるよう

にするために、地理的条件、人口、交通事情その他社会的条件、介護給付等対象サービ

スを提供するための施設の整備状況その他の条件を総合的に勘案して定める圏域です。

これは市町村が高齢者福祉施策や介護保険事業の提供を展開していく区域となります。 

白井市の日常生活圏域については、これまでの計画と同様、Ａ圏域とＢ圏域の２圏域

を設定し、高齢者への支援機能の充実を図るとともに、市民自治や地域防災体制、地域

福祉活動などとの連携を図りながら、地区レベル、徒歩圏レベルの支え合いの体制づく

りを進めていきます。 
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■日常生活圏域の概況（人口と高齢化率） 

 人 口 

 うち高齢者人口（65 歳以上） 

Ａ圏域 

白井第一小学校区 6,487 人 1,893 人 29.2％ 

白井第二小学校区 2,947 人 1,043 人 35.4％ 

南山小学校区 7,085 人 2,329 人 24.7％ 

池の上小学校区 6,120 人 2,336 人 38.2％ 

桜台小学校区 6,965 人 1,737 人 24.9％ 

計 29,604 人 9,338 人 30.5％ 

Ｂ圏域 

白井第三小学校区 9,418 人 2,329 人 24.7％ 

大山口小学校区 7,659 人 2,064 人 26.9％ 

七次台小学校区 5,849 人 1,239 人 21.2％ 

清水口小学校区 10,116 人 2,639 人 26.1％ 

計 32,042 人 8,268 人 24.7％ 

市全体 62,646 人 17,606 人 27.6％ 

資料：白井市（令和５年４月１日現在） 
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第２編 各論 
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第１章 地域包括ケアの推進 

第１節 地域包括ケアシステムの深化・推進 

１．地域包括支援センター運営の充実 

市では、高齢者が住み慣れた地域で、安心してその人らしい生活を継続することを目

的に地域包括ケアの中核を担う地域包括支援センター運営の充実を図ります。 

高齢者の身近な相談機関として、地域包括支援センターを市内に３カ所設置していま

す。令和４年度から全ての地域包括支援センターを委託しており、質の向上と適正に事

業を実施することができるようその体制の強化を図ってきました。 

年々増加、複雑化する相談に対応できるよう支援を継続するほか、運営評価などを通

じて地域包括支援センターの業務状況を明らかにし、機能強化を図るとともに業務負担

の軽減についての検討を行います。 

図表 主な取り組み 

取り組み 事業内容 

① 地域包括支援センターへ

の後方支援 

地域包括支援センターの総合調整・処遇困難事例等の後方支援・

研修などを行い、対応力及び資質の向上に努めます。 

② 地域包括支援センターの

運営の評価 

地域包括支援センターの役割、目標、業務内容を明確にするため

の運営方針を定め、地域包括支援センターに対して、継続的に運営

評価を実施し、評価結果を白井市地域包括支援センター運営協議会

に報告します。 

図表 成果指標と目標値 

指標名 単位 現状値 令和６年度 令和７年度 令和８年度
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■地域包括支援センターの担当地域の概況（人口と高齢化率）■ 

 人 口 

 うち高齢者人口（65 歳以上） 

白井市地域包括 

支援センター 

白井第一小学校区 6,487 人 1,893 人 29.2％

白井第二小学校区 2,947 人 1,043 人 35.4％

七次台小学校区 5,849 人 1,239 人 21.2％

桜台小学校区 6,965 人 1,737 人 24.9％

計 22,248 人 5,912 人 27.7％

白井駅前地域包括 

支援センター 

南山小学校区 7,085 人 2,329 人 24.7％

池の上小学校区 6,120 人 2,336 人 38.2％

計 13,205 人 4,665 人 30.2％

西白井駅前地域包括支

援センター 

白井第三小学校区 9,418 人 2,329 人 24.7％

大山口小学校区 7,659 人 2,064 人 26.9％

清水口小学校区 10,116 人 2,639 人 26.1％

計 27,193 人 7,032 人 25.9％

市全体 62,646 人 14,609 人 27.9％

資料：白井市（令和５年４月１日現在） 
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２．在宅医療・介護連携の推進 

介護と医療の両方を必要とする高齢者が在宅で自分らしい暮らしを人生の最期まで続

けることができるよう、在宅医療・介護連携を推進します。 

在宅医療・介護連携、認知症対策推進協議会において協議し、ICT を活用した情報共有

ツールの運用の手引きの作成、急変時や入退院時における連携のルールづくりなど連携

体制の強化を進めてきました。 

引き続き医療と介護の切れ目のないサービスの提供に向けた体制強化を図るとともに、

高齢者が医療・介護サービスなどを利用することにより在宅療養が可能であることを理

解できるよう、市民に向けて広く普及啓発をしていきます。 

図表 主な取り組み 

取り組み 事業内容 

① 情報共有ツールとしての

ICT の活用 

情報共有ツールが普及し、医療・介護関係者の間で共有されス

ムーズにシステムが運用されるようにしていきます。 

② 課題別検討部会の開催 

在宅療養等の基盤の整備や場面に応じた切れ目のないサービ

スの提供体制が構築されるよう、テーマごとに課題や取り組みに

ついて検討します。 

③ 多職種連携研修会の実施 
医療・介護職などが学び合い、人材の育成が進むことで、サー

ビスの質の向上を図ります。 

④ 救急医療情報キットの配布 
救急要請時の情報連携に役立つ「救急医療情報キット」の普及

啓発に取り組みます。 

⑤ 在宅医療や在宅見取りの普

及啓発 

人生の最終段階における意思決定支援に対する市民の理解が

促進されるよう、フォーラムの開催等による普及啓発を行いま

す。 

図表 成果指標と目標値 

指標名 単位 現状値 令和６年度 令和７年度 令和８年度
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３．認知症施策の推進 

できるかぎり認知症の発症を遅らせ、認知症になっても本人の意思が尊重され、希望

を持って暮らすことができるよう、住民同士が支え合いながら共生する地域づくりを推

進します。 

認知症はだれもがなりうるものであり、家族や身近な人が認知症になることなどを含

め、多くの人にとって身近なものとなっています。認知症初期集中支援チームによる個

別支援の充実や地域全体で認知症の人や家族を見守り、支える仕組みづくりを進めてき

ました。 

認知症の人や家族の視点及び「共生」と「予防」の視点を重視し、地域住民や民間企

業、関係機関等と連携を図りながら、本人支援や家族支援の取り組みの充実を図ります。 

また、認知症施策の推進に関する計画策定に向けた検討を行います。 

図表 主な取り組み 

取り組み 事業内容 

① 認知症を理解する人材の養

成 

地域全体で認知症の人や家族を支えられるよう、地域住民や民

間企業などに向け認知症サポーター・パートナーの養成講座を行

います。 

② 「通いの場」等での認知症予

防の講話 

「通いの場」等での専門職による講話や相談を通し、認知症予防

を進めていきます。 

③ 認知症初期集中支援の実施 
認知症初期集中支援チームによる認知症の人や家族等介護者へ

の支援を行います。 

④ 地域の見守り支援体制の充

実 

認知症パートナーと連携した地域の見守り活動を行います。 

地域住民や白井市高齢者見守りネットワーク登録機関及び団体と

ともに、みまもり訓練の実施等を通し、地域での見守り体制の充実

を図ります。 

⑤ 認知症カフェの開催 
地域包括支援センターの圏域毎に認知症パートナーと連携した

認知症カフェの運営を行います。 

図表 成果指標と目標値 

指標名 単位 現状値 令和６年度 令和７年度 令和８年度
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４．生活支援体制整備の推進 

高齢者が地域資源などを活用し、自身の能力を最大限生かして、住み慣れた地域での

生活を維持することができるよう生活支援体制整備を推進します。 

独居や高齢者のみ世帯等が増加する中で、高齢者が利用できる既存の資源の整理や情

報発信、住民同士の助け合い活動などの新たな資源の創設を進めてきました。 

これまでの取り組みを継続して推進するとともに、生活支援コーディネーターがつな

ぎ役として、高齢者の個々の困りごとや希望に合わせてニーズと地域活動を結びつける

活動を充実させていきます。また、地域住民が世代を超えて支え合う仕組みを住民と一

緒に作っていきます。 

図表 主な取り組み 

取り組み 事業内容 

① 白井市助け合い活動支援補

助金の活用 

ゴミ出しや掃除、買い物代行など、多様なサービスを行う団体の

活動を支援します。また、新規団体の立ち上げについても支援しま

す。 

② 住民同士の支え合い活動の

支援 

住民同士の支え合い活動の創設について、地域住民や各種団体、

企業などと検討します。 

③ 支え合い活動を行なう担い

手の確保 

住民同士の支え合い活動を行なう担い手の養成研修を行い、確保

に努めます。 

図表 成果指標と目標値 

指標名 単位 現状値 令和６年度 令和７年度 令和８年度
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５．地域ケア会議の運営 

高齢者個人に対する支援の充実とそれを支える社会基盤の整備を同時に進めるため、

地域ケア会議を行います。 

地域ケア会議として、医療、介護等の多職種や地域住民などが協働して高齢者の個別

課題の解決を図るとともに自立支援に資するケアマネジメントの実践力を高めるための

地域ケア個別会議と個別ケースの検討を積み重ねる中で明らかになった地域課題から地

域に必要な資源の開発を検討する地域ケア推進会議を行っています。 

引き続き、地域ケア個別会議と地域ケア推進会議を連動させ、市レベルで取り組むべ

き内容について政策形成につなげられるよう検討を行います。 

また、地域ケア個別会議で検討した事例をモニタリングし、変化や課題の軽減や解決

がされたか等の成果に関する評価を行います。 

図表 主な取り組み 

取り組み 事業内容 

① 自立支援型地域ケア会議の

開催 

多職種が参加し、生活機能の低下がみられる高齢者の自立に向け

た支援を検討する「自立支援型地域ケア会議」を定期的に開催しま

す。 

② ご近所支え合い会議の開催 

困りごとを抱える高齢者の見守りや支え合いについて、本人、家

族、地域の関係者などが支援方針や役割分担などを話し合う「ご近

所支え合い会議」を地域包括支援センター主催で開催します。 

③ 地域ケア推進会議の開催 

高齢者の相談支援や介護予防に携わる専門職による「地域ケア推

進ワーキング会議」を開催し、個別課題を集約して地域や市の課題

を明らかにし、必要な施策を検討します。 

図表 成果指標と目標値 

指標名 単位 現状値 令和６年度 令和７年度 令和８年度
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第２節 相談体制・権利擁護の推進 

１．情報提供の充実 

高齢者に関する福祉や社会参加に役立つ情報が必要になったときに、必要な資源を選

択でき、適切に利用することができるよう情報提供の充実を図ります。 

健康福祉・介護保険関連の情報や地域資源等の情報を紹介する冊子等を作成・配布す

るほか、広報紙やホームページでの情報提供を行っています。 

引き続き、高齢者が必要とする情報を整理し、高齢者が入手しやすく、わかりやすい

情報提供を行うとともに、情報提供の拡大と内容の充実に努めます 

 

図表 主な取り組み 

取り組み 事業内容 

① しろい保健福祉ガイドブッ

クの配布 

保健や福祉に関する情報をまとめた「しろい保健福祉ガイドブッ

ク」を毎年発行し、市役所窓口や保健福祉センター等で配布します。

また、市ホームページに掲載します。 

② 地域包括ケアシステムガイ

ドの配布 

高齢者の暮らしを支えるサービスを広く紹介する「地域包括ケア

システムガイド」を更新し、市内出先機関等で配布します。また、

市ホームページに掲載します。 

③ 各種説明会、講座等での情

報提供 

「なるほど行政講座」の実施やサロンなど住民が集まる場に出向

き、高齢者福祉に関する情報を提供します。 

図表 成果指標と目標値 

指標名 単位 現状値 令和６年度 令和７年度 令和８年度
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２．相談・課題把握体制の強化 

困りごとや課題を抱えた高齢者を把握し、課題解決に向けた早期の支援が行えるよう

市民が相談しやすい環境づくりと、必要な支援につなぐ的確な対応が求められます。 

相談件数は増加しており、地域包括支援センターを中心に市役所の各相談窓口、社会

福祉協議会、民生委員、児童委員、介護相談員、医療機関や介護保険サービス事業所な

どが連携し、対応しています。 

相談内容については多様化、複雑化してきており、様々な分野の関係機関との更なる

連携を図るなど、円滑に支援できる体制を強化します。 

図表 主な取り組み 

取り組み 事業内容 

① 地域包括支援センター専門

職の資質向上のための支援 

地域ケア会議やケース検討会、相談支援業務への助言、同行訪問

などにより、３か所の地域包括支援センター専門職の相談対応力

の向上を図ります。 

② 地域包括支援センターにお

ける実態調査の実施 

地域包括支援センターに実態調査員を配置し、電話や訪問によ

る高齢者の生活実態やニーズの把握に取り組みます。 

③ 関係機関との連携強化 
各相談窓口・事業者・地域活動団体等と連携して、課題の早期把

握に努めます。 

④ 介護サービス施設等への介

護相談員の派遣 

介護サービス施設等を訪ね、利用者の話を聞く介護相談員を派

遣します。 

図表 成果指標と目標値 

指標名 単位 現状値 令和６年度 令和７年度 令和８年度
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３．成年後見制度の利用促進 

成年後見制度の利用が必要でありながら、申し立てにつながらないことで権利を阻害

されることがないよう、制度の利用を促進します。 

成年後見制度は、認知症などによって物事を判断する能力が十分でなくなったときに、

権利を守る援助者を選ぶ制度であり、利用促進に向けた制度の周知や申し立ての支援な

どを行っています。 

成年後見制度を必要とする方が安心して制度利用できるように地域で支える体制を構

築する「地域連携ネットワーク」の中心となる「中核機関」の設置に向けた検討を行い

ます。 

図表 主な取り組み 

取り組み 事業内容 

① 成年後見制度に関する周知 

市内 NPO 法人等と連携しながら、成年後見制度や死後事務委任

契約など、認知症になった場合や死後に備える制度などについて

講演会を開催し周知を図ります。 

② 成年後見制度の利用支援 

制度の利用が必要と判断された人やその親族による申立の手続

きを支援します。親族等による申立が困難な場合は、市長申立を行

います。 

③ 中核機関の設置に向けた検

討 

専門職による専門的助言などの支援の確保や高齢者を支援する

関係者と後見人がチームとなり必要な対応を行う地域連携ネット

ワークのコーディネートなどを担う中核機関の設置に向けた検討

を行います。 

図表 成果指標と目標値 

指標名 単位 現状値 令和６年度 令和７年度 令和８年度
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４．虐待の防止 

虐待を未然に防ぐことや虐待から高齢者を保護するため、虐待防止に向けた取り組み

を進めます。 

虐待が起こる背景には、介護疲れや介護に関する知識不足、長年の親子関係など様々

な問題があります。 

市と地域包括支援センターは、家庭内や施設における高齢者虐待の通報を受理し、改

善・解決に向けた支援を行っています。 

高齢者虐待の防止に向けた周知や多様な機関と連携した支援を行います。 

図表 主な取り組み 

取り組み 事業内容 

① 高齢者虐待の防止に向けた

周知 

高齢者虐待に関する基本的な知識や虐待が疑われるケースを発

見した場合の通報の窓口などについて、広報しろいや市のホームペ

ージ等を通じて広く市民に周知します。 

② 虐待の解決・改善に向けた

支援 

虐待が疑われる通報があった場合は、緊急度判定会議を実施し、

関係機関と連携して本人や家族への相談支援を行います。必要に応

じて人福祉施設等への措置、成年後見制度の活用等をしながら、虐

待の解決・改善に向けた支援を行います。 

③ 家庭等における暴力対策ネ

ットワーク会議の開催 

児童虐待・障がい者虐待・配偶者間暴力・高齢者虐待等への対策

を進めるため、警察署や保健所等の代表者からなる「家庭等におけ

る暴力対策ネットワーク会議」において、処遇方針の確認や終結の

判断等を行います。 

図表 成果指標と目標値 

指標名 単位 現状値 令和６年度 令和７年度 令和８年度
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５．終末期・死後への備え 

自分らしい最期を迎えるため、それぞれの意思や希望を踏まえた「備え」が重要です。 

人生最期の段階で自分の意思が伝えられない状況になることが多く、高齢者人口の増

加とともに、終末期や死亡時に、治療の判断・看取り・死後の手続きを行う親族がいな

いという事例が増加すると見込まれるため、元気なうちから必要な「備え」ができるよ

う講座などを実施しています。 

引き続き「白井市終活支援ノート」の配布や終活支援講座、個別相談会等を実施しま

す。 

図表 主な取り組み 

取り組み 事業内容 

① 白井市終活支援ノートの配

布 

自らの意思や希望を明らかにし、情報を整理するための「白井市

終活支援ノート」を市や医療機関、地域包括支援センターの窓口で

配布します。 

② 終活支援講座の開催 
終活に必要な情報や終活支援ノートの書き方を教える終活支援

講座を出前講座等として開催します。 

③ 専門家による個別相談会の

開催 

終末期や死後への備えを促すため、公証人や司法書士など法律の

専門家による個別相談会を開催します。 

図表 成果指標と目標値 

指標名 単位 現状値 令和６年度 令和７年度 令和８年度
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第２章 介護予防と社会参加の促進 

第１節 介護予防の推進 

１．介護予防の普及啓発 

高齢者が元気な状況を維持するため、自分に合った方法で継続的に介護予防・フレイ

ル予防に取り組むことを目指し、介護予防に関する知識等の普及啓発を行います。 

毎年６月を介護予防月間と定め、講演会の開催や民間企業や地域住民と連携・協働し

た市内各地での周知啓発イベントの開催を行い取り組みの推進を図ってきました。 

今後も市が養成した介護予防推進員とともにイベントや講座等を開催し、健康づくり・

社会参加の場として継続した活動につながるよう支援していきます。 

図表 主な取り組み 

取り組み 事業内容 

① 介護予防に関する講座等の開

催 

要介護状態に陥りやすいフレイルや認知症に関する知識と予

防する取り組みについて周知啓発するために「なるほど行政講

座」などを実施し、周知の拡大を図ります。 

② フレイルチェックイベントの

開催 

年代に限らずフレイルについての関心を高め、自身の健康状態

を知る機会としてフレイルチェックイベントを開催します。 

③ 高齢者の健康づくり・社会参

加に関する情報発信 

高齢者が地域で活動できる機会を知り、参加できるよう情報を

集約したリーフレットを作成し、配布します。また、市のホーム

ページに掲載します。 

図表 成果指標と目標値 

指標名 単位 現状値 令和６年度 令和７年度 令和８年度
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２．「通いの場」への参加促進 

高齢者の健康づくりや生きがいづくりのため、身近な地域で住民が主体となった活動

の場である「通いの場」への参加を促進します。 

高齢者が身近な地域で主体的に介護予防に取り組めるよう、しろい楽トレ体操の団体

の立ち上げやサロンの運営の支援等を行っています。 

フレイルのリスクがある高齢者を把握し、個々のニーズに沿った活動につながる仕組

みの検討を進めます。また、通いの場に参加する高齢者の状態の把握に取り組みます。 

図表 主な取り組み 

取り組み 事業内容 

① 「通いの場」の立ち上げ支援

と活動支援 

楽トレ体操等の自主グループの立ち上げ支援及び継続支援を行

います。 

② 「通いの場」に参加する高齢

者の状態把握 

「通いの場」の参加者に対し、定期的な体力測定を行い、身体状

況などの変化を把握します。 

③ フレイルのリスクがある高

齢者の把握 

地域包括支援センターが実施する実態調査を活用し、フレイル

リスクのある高齢者の把握と情報提供を行います。 

④ 「通いの場」への専門職派遣 
「通いの場」へ専門職の派遣を行い、フレイル予防に関する健康

教育と健康相談を行います。 

図表 成果指標と目標値 

指標名 単位 現状値 令和６年度 令和７年度 令和８年度
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３．介護予防・生活支援サービスの推進 

高齢者が活動的で生きがいのある生活や人生を送ることができるよう、要支援者等を

積極的に支援し、要介護状態等となることの予防や日常生活の自立を支援しています。 

要支援１・２の方と事業対象者を対象とした訪問型サービスや通所型サービス、多様

な社会資源を活用した様々なサービスを実施しています。 

また、自立支援の必要性と状態に応じた適切なサービスの利用について周知啓発を行

っています。 

自立支援に向けた取り組みの強化として、リハビリテーション専門職との協働により

適切なケアマネジメントやサービス提供の実施に向けた支援を行います。 

また、高齢者の活動量の増加を意識した生活を送ることで「元の生活」を取り戻すこ

とを目指した通所型サービス（短期集中）の検討を進めていきます。 

図表 主な取り組み 

取り組み 事業内容 

① リハビリテーション専門職

による助言 

リハビリテーション専門職が高齢者宅や介護サービス事業所へ

出向き、自立支援に向けた助言を行います。 

② 自立支援に資するケアマネ

ジメントの実施等 

自立支援型地域ケア会議での検討や研修会の開催を通じ、自立

支援に資するケアマネジメントの実施を図ります。 

③ 介護予防や自立支援に関す

る周知 

市民に対し、介護予防や自立支援の必要性と状態に応じた適正

なサービスの利用について周知を継続的します。 

④ 生活支援員養成研修の実施 

訪問型生活支援サービスの担い手である生活支援員の養成研修

を実施し、担い手の増加を図るとともに、担い手の発掘に向けた

積極的な周知を図ります。 
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第２節 高齢者の社会参加 

１．高齢者の就労促進 

市では、高齢者が健康で生きがいのある自立した生活を送ることが出来るよう就労に

向けた支援を行う施設として高齢者就労指導センターを設置しています。 

センターでは、高齢者の就労に必要な技能の修得や教養の向上を図る事業を実施して

います。 

また、シルバー人材センターの支援を通じて、働く意欲をもつ高齢者の臨時的・短期

的な就労機会の確保・提供に努めています。 

引き続き、市内において高齢者が、持つキャリアを活かして働ける環境づくりを進め

ていきます。 

図表 主な取り組み 

取り組み 事業内容 

① 高齢者就労指導センターにお

ける講座開催 

高齢者就労指導センターにおいて、高齢者の就労に必要な技能

の習得及び教養の向上を図ります。 

② 白井市シルバー人材センター

の運営支援 

高齢者の経験と技能を活かした就労の場を確保するシルバー

人材センターの運営を支援します。 
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２．地域活動への参加促進 

高齢者の地域活動への参加が定着することで、高齢者の生きがいとなるばかりでなく、

地域活動自体の活性化につながることが期待できます。 

高齢者の活動の場を更にひろげるために、いきいきボランティアの受け入れ施設の拡

充に取り組み、介護施設に加え、保育園や幼稚園、障がい者施設などを追加しています。 

高齢者の参加・活躍ニーズを十分把握しながら、地域での活動機会の創出を図ります。 

図表 主な取り組み 

取り組み 事業内容 

① ボランティアの養成と登録

者の増加 

いきいきボランティアとお元気見守りパートナーの養成を行

い、地域で活動する高齢者を増やします。 

② いきいきボランティアの受

け入れ施設の拡大 

高齢者の活動の場を広げるために、いきいきボランティアの受

け入れ施設の拡充を図ります。 

③ 地域活動の情報発信（再掲） 

高齢者が地域で活動できる場や機会を知り、参加できるよう地

域活動等の情報を集約し、通知や市ホームページなどで情報を発

信します。 

④ 高齢者クラブ活動の支援 

高齢者クラブを支援し、会員相互の親睦とともに高齢者が自ら

の知識・経験・技術を資源に社会貢献を行う団体として活性化を

図ります。 

⑤ 敬老会行事の開催 

長寿のお祝いだけではなく、広く市民が高齢者の福祉について

関心と理解を深め、高齢者自身が参加・交流できる機会として小

学校区単位での敬老会行事を実施します。 
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第３章 在宅生活への支援 

第１節 日常生活における支援 

１．日常生活の支援 

住み慣れた地域で安心して自立した生活を送ることができるよう、介助・介護が必要

な高齢者に対して自立生活や健康を支えるための在宅福祉サービスを提供しています。 

高齢化の進展に伴い、在宅福祉サービス利用者は増加しており、「高齢者等の生活を支

えるための必要なサービス」を維持していくため、市では事業の公平性や持続可能な提

供体制を視野に入れつつ、様々な見直しを行ってきました。 

紙おむつの給付事業については、介護者や在宅高齢者の衛生的な生活の維持の観点か

ら保健福祉事業（介護保険法第１１５条４９）に位置づけを変更し、継続して実施しま

す。 

また、在宅福祉サービスが持続可能な制度となるよう、利用者のニーズや効果を検証

し、より有効なサービスとなるよう検討を行います。検討にあたっては、国の動向を注

視し、介護保険サービス等との整合性を図ります。 

図表 主な取り組み 

取り組み 事業内容 

① 訪問理美容サービス 
寝たきりの高齢者などの自宅へ理美容師が訪問し、散髪などを

行います。その出張費用の一部を助成します。 

② 介護支援型短期宿泊事業 

65 歳以上で要介護状態になる恐れの高い虚弱な人などを対象

に、介護者の都合や虐待などで居宅生活が困難になった場合に施

設等で一時的に介護します。 

③ 緊急通報装置の貸与 
独居高齢者などが、急病や災害などの緊急時に迅速に救援を求

められるよう緊急通報装置を貸与します。 

④ 紙おむつの給付 
介護保険被保険者のうち要介護３以上の認定を受けて居宅で紙

おむつを使用している高齢者を対象に紙おむつを支給します。 

 



 

52 

２．外出の支援 

高齢者の社会参加の促進による健康の増進や移動困難者における社会生活の範囲の拡

大による福祉の向上を図ることを目的に、交通の利便性向上を図る取り組みを実施して

います。 

公共交通機関として市内循環バス「ナッシー号」の運営及び 70 歳以上を対象としたシ

ルバー回数券の取り扱いや、NPO法人等が実施する福祉有償運送事業の支援を行うほか、

介助・介護を必要とする高齢者等を対象とする外出支援事業を実施し、高齢者の移動手

段の確保を図っています。 

また、白井市地域公共交通活性化協議会において、まちづくりと一体となった持続可

能な公共交通ネットワークを形成するとともに、地域公共交通の活性化を推進するため

の計画の策定や見直しを行っており、高齢者の移動手段の確保にかかる施策については、

公共交通政策担当などの関係課と調整を図りながら、検討を行います。 

図表 主な取り組み 

取り組み 事業内容 

① 福祉タクシーの利用助成 
介助・介護が必要な高齢者が、タクシーを利用する際の乗車料金

の半額（上限あり）を助成します。 

② 福祉車両の貸出し 

高齢者の社会参加を図るため、車いすを利用する高齢者等の家族

や福祉団体を対象に、福祉車両（リフト付きワゴン車）を貸し出

します。 

③ 外出支援サービス 

在宅の要援護高齢者及び重度の障がいがある人を対象に、車いす

で乗降できる自動車により市役所、医療機関等への送迎を行いま

す。（令和６年度末まで） 

④ 福祉有償運送の充実 福祉有償運送を行う団体に対し、運営費用などを補助します。 
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３．介護に取り組む家族等への支援 

介護に取り組む家族などが心身の健康確保や安定した収入の確保、仕事や趣味などを

通じた社会とのつながりを維持できることは、介護が必要な高齢者が安心して地域での

生活を送ることにつながります。 

近年、子育てと介護を同時に担う「ダブルケア」や本来大人が担うと想定されている

家族の世話などを日常的に行っている「ヤングケアラー」、介護を理由とする退職など、

家族介護者等が抱える課題は複雑化しています。市では抱えている悩みや不安を語り合

える場である家族介護者交流会等を行なっています。 

引き続き、介護が必要な高齢者が在宅での生活を継続していけるよう、家族介護者の

思いが表出でき、介護に関する知識を得られる場の提供等の支援を実施します。 

図表 主な取り組み 

取り組み 事業内容 

① 家族介護教室等の開催 

家族介護教室や介護者交流会、お楽しみ処（認知症カフェ）を

開催し、介護知識を提供するとともに、家族同士の交流の場を提

供します。 

② 介護者に関する情報の周知

啓発と相談支援 

家族等が介護に関する必要な情報が得られるよう周知啓発や相

談支援を行います。 
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第２節 安全・安心な体制づくり 

１．防犯・交通安全対策の推進 

交通事故や消費者被害などから高齢者の生命と暮らしを守り、被害を最小限に抑えら

れるよう、防犯・交通安全対策を推進します。 

消費者被害や交通事故にあう高齢者は年々増加しており、関係機関と連携し、防犯対

策や交通安全等の周知を行っています。 

今後も、高齢者の防犯・安全意識の高揚と対策の啓発に努めるとともに、関係団体・

地域住民との連携を強化し、高齢者を見守り、支える体制の整備・強化を図ります。 

図表 主な取り組み 

取り組み 事業内容 

① 防犯・交通安全に関する周

知・啓発 

見守り通信・見守りレポートを定期的に発行し、詐欺等に対す

る防犯対策に関する周知啓発を行います。 

警察等関係機関と連携し、交通安全の周知リーフレットの配布

を行います。 

② 消費生活センター等と連携

した消費者相談対応 

消費生活センターが中心となった注意喚起を行うほか地域包括

支援センターと連携を図りながら相談に対応します。 

③ 地域で高齢者等を見守る体

制の強化 

「しろい高齢者みまもりネット」「印西地区 SOS ネットワーク協

議会」と連携し、消費者被害の未然防止や行方不明者の早期発見

の為の情報提供を行います。 
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２．災害対策の推進 

災害時、生命の安全を確保するため、災害対策を推進します。 

地震や風水害などの不安が高まる中で、市では、危機管理課を中心に総合的な防災体

制づくりに取り組んでいます。 

今後も、地域防災計画に基づき、避難行動要支援者避難支援プラン（全体計画）を策

定し、避難行動要支援者名簿を作成の上、災害時の避難支援が必要な人の情報を地域と

共有し、支援する体制を整備します。 

図表 主な取り組み 

取り組み 事業内容 

① 避難行動要支援者名簿への

登録 

災害時に自ら避難することが難しく、支援が必要な人に対し、

「避難行動要支援者名簿」への登録を促し、自治会や自主防災組

織、民生委員など地域の支援者と共有します。 

② 福祉避難所の設置 

福祉施設等を運営する事業者と「災害時における福祉避難所の

設置運営に関する協定」を締結し、福祉避難所の確保を図ります。

発災時に備え、必要な備蓄や運営体制等について事業者と協議し

ます。 

③ 避難行動要支援者避難支援

プランの策定 
※調整中 
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第４章 介護保険事業の効果的な運営 

第１節 介護保険サービスの推進 

介護保険サービスは、大きく「居宅サービス」、「地域密着型サービス」、「施設・居住

系サービス」に区分されています。また、利用者負担額が過大にならないよう「負担軽

減サービス」があり、利用者が必要なサービスを選択することで、可能な限り自立した

生活を送れるよう支援しています。 

各サービスの給付費については、要介護・要支援認定者の増加とともに上昇しており、

今後も認定者の増加が見込まれることから給付費が伸びるものと推計されることから、

各種サービスの確保を図ります。 

 

  

１．居宅サービス 

高齢者が可能な限り住み慣れた地域での生活を継続できるよう、居宅サービスの確保

を図ります。 

※サービスの一覧と説明を掲載 

 

２．地域密着型サービス 

地域密着型サービスは、認知症高齢者やひとり暮らし高齢者が住み慣れた地域での生

活を継続できるよう地域に密着した小規模の介護サービスを提供します。 

※サービスの一覧と説明を掲載 

 

３．施設・居住系サービス 

施設・居住系サービスには、特別養護老人ホーム、介護老人保健施設などの施設サー

ビス、特定施設入居者生活介護を提供する居宅サービス、グループホームなど小規模に

サービスを提供する地域密着型サービスがあります。 

※サービスの一覧と説明を掲載 
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第２節 適正なサービス利用・提供の推進 

１．介護給付適正化事業の実施 

介護給付を必要とする受給者の適切な認定や、受給者が真に必要とする過不足のない

サービスの確保とその結果としての費用の効率化を通じて、介護保険制度への信頼を高

め、持続可能な介護保険制度を構築していくことを目的として、介護給付適正化事業を

実施します。 

図表 主な取り組み 

取り組み 事業内容 

① 要介護認定の適正化 

指定居宅介護支援事業所などに委託して実施した区分変更申請

及び更新申請に係る認定調査結果について、選択肢の判断基準や

特記事項の記載内容などを点検します。 

② ケアプラン等の点検 

市内居宅介護支援事業所などの介護支援専門員が作成した居宅

介護サービス計画の記載内容について、事業者に資料提出を求め、

点検及び支援を行います。 

③ 医療情報との突合・縦覧点検 

受給者の入院情報と介護保険の給付情報を突合し、給付日数や

提供されたサービスの整合性の点検を行い、医療と介護の重複請

求の排除などを図ります。 

受給者ごとに複数月にまたがる介護報酬の支払状況（請求明細

書内容）を確認し、提供されたサービスの整合性、算定回数・算

定日数などの点検を行い、請求内容の誤りなどを早期に発見して

適切な処置を行います。 
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２．介護サービスの質の向上 

介護職員の不足は全国的な課題となっており、市においても介護人材の不足は顕著と

なっています。また、介護施設においては若い職員の離職も多くなっており、職員の安

定的確保が課題であることから、介護人材の確保に向けて検討を進めます。 

また、介護サービスが円滑に提供されるよう情報提供を行うとともに調査検討を行い

ます。 

図表 主な取り組み 

取り組み 事業内容 

① 事業者・従事者の支援 

介護分野での人材不足解消のため、市内介護事業所に就労する

介護職員の資格取得の助成事業を拡充し、これまで行ってきた介

護職員初任者研修の受講費用の一部助成に加え、介護職員実務者

研修の受講費用の一部助成を実施します。 

介護保険制度が複雑になっており、サービスを提供している事

業所からの相談も増加傾向にあることから、介護人材不足の問題

も含め、事業者への支援を検討します。 

② 事業者の指定 

地域密着型サービスなどの公募による事業者の選定について

は、介護保険サービス事業者等選定審査会により、審査を行い適

切に事業者の選定を行います。 

③ 事業所の指導・監査 

介護サービスの質の向上と、事業運営が健全かつ円滑に行われ

るよう支援することを目的として、介護保険法の規定に基づき介

護サービス事業者に対して指導・監査を実施します。主に地域密

着型サービス事業者や居宅介護支援事業者を中心に、個別に事業

者に対して指導を行う実地指導と、事業者を集めて制度について

の説明などを行う集団指導を実施します。 
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第３節 健全な介護保険会計の運営 

要介護・要支援の認定を受けた人が介護サービスなどを利用したときにかかる費用に

は、利用者の自己負担を除き、保険者（市）から事業者へ介護保険給付という形で支払

いが行われます。この介護保険給付費は、要介護認定者などの増加に伴い、年々増加し

ています。 

高齢化の進行に伴い、介護保険給付費は増加していくと見込まれることから、市民が

住み慣れた地域で可能な限り住み続けられるよう、多様なサービスの確保を図ります。 

■介護保険給付費の見込み（決算ベース）■ 

単位：千円 

区分 2024 2025 2026 合 計 

介護サービス費  

介護予防サービス費  

負担軽減サービス費など  

合計  

※ ○～○○ページにサービスごとの内訳を記載しています。 

 

■地域支援事業費の見込み（決算ベース）■ 

単位：千円 

区分 2024 2025 2026 合 計 

介護予防・日常生活支援総合事業費  

包括的支援事業・任意事業費  

合計  

 

 

 

※介護保険の費用負担（国・県・市の財源構成）、介護保険料の積算の過程、保険料の段階は 

第 8 期同様に掲載 
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第４節 持続可能な事業運営に向けて 

１．計画の進捗管理と将来に向けた課題の検討 

国は、市町村に対し、施策の実施状況や目標の達成状況に関する調査及び分析を行い、

評価を行うことを求めています。市では、数値指標の進捗管理のほか、国の地域包括ケ

ア「見える化システム」を活用し、周辺市との状況を比較するなど市の置かれている状

況を把握しながら、今後の事業展開を検討しています。 

今後は、後期高齢者数の伸びを念頭に置きながら、要介護認定者を増やさないよう、

介護予防の取り組みや地域包括ケアシステムを推進する取り組みに力を入れていく必要

があります。 

図表 主な取り組み 

取り組み 事業内容 

① 介護保険に関する広報・周

知 

数値指標の進捗管理や「見える化システム」を活用した周辺市

との状況比較などにより、市の置かれている状況を把握するとと

もに、介護保険運営協議会への報告やホームページによる公表を

行います。 

② 介護保険運営協議会の開催 

介護保険運営協議会を開催し、市民・事業者・専門家といった

様々な立場から、介護保険事業の運営や計画の策定、地域密着型

サービスの調整を議論し、より良い介護サービスの推進に努めま

す。 

③ 関係部署・関係機関との連携 

高齢者の移動支援の問題、高齢者の介護予防や社会参加といっ

た問題は、短期間で簡単に解決できるものではないため、他部局

や市民、事業者などと連携しながら一歩一歩解決につながるよう

取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

※第 3 編について、第 8 期と同様な資料編を記載します。 


